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進化史(4)　 1977年、会計自由かつ有限責任　「いいとこどり」LLCが誕生
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会計自由と有限責任は本来「水と油」。両立しない。なぜなら、有限責任（limited liability）のliabilityとは「債務返済責任」を意味し、それは借金の「かた（pledge）」を貸し手（lender）に示すことによって担保される。従って、有限責任事業主体の「会計」には、お金で客観的に価値が計測できる資産（asset）をどれだけ所有しているかを示すことが必要となるからだ。会計自由（freedom of accounting）とはなりようがない。
見方を変えれば、会計自由を旨とするpartnershipは無限責任（unlimited liability）をそのpartner（出資者）が必ず負うことになる。「会計自由、だから無限責任」だ。

また他方、株主の有限責任を旨とするcorporateは発生主義会計（accrual accounting）が必ず強行法規定（mandatory）となる。「mandatory accrual、だから有限責任」だ。

発生主義会計とは、貸借対照表（BS）と損益計算書（PL）のことであり、その特徴は、(1) お金で客観的に価値が計測できる「資産」が貸借対照表の「資産勘定」に記載されることと、(2) 「資産」の内の償却資産（depreciable asset）が規則的に減価償却（depreciation）を起こし、損益計算書の費用勘定に償却費用を規則的に発生させること、これら二点だ。
表題の「会計自由かつ有限責任」は原理的に無理な話だ。ところがそれが可能となるInnovationが米国の税法・会計法・会社法に起きた。このInnovationが発火点に達し燃え広がり始めたのは、先週紹介した「1976年、At Risk Law」の時点。…なのだが、読者の皆さん、今回は長い話となる。腰を落ち着けてジックリとお聞き頂きたい。
そもそもpartnershipは「利益や成功を確約できない事業」を行うための組織形態だ。例えば16世紀に始まった大航海・大交易時代では、出港した交易船のうち何年かして無事に帰港し利益をpartners（出資者達）にもたらす交易船は少なかった。出港したほとんどの船は、嵐や海賊に襲われる、あるいは、相手国と上手く商談がまとまらない等、むしろ「損失」をもたらした。
全体としては利益をもたらしたが、それは無事にそして成功裏に帰港する少数の交易船が莫大な利益をもたらすからだ。従って、「大数の法則」の「利」を皆が享受するためには、partner達が集まってより大きな「Company」を作る必要があった。例えば1600年設立の東インド会社（East Indian Company）の様な「多国籍企業」を生み出す必要があった。あるいは、利益からなにがしか積立金を出し合って互助的に失敗の穴埋めをするLloydsのような「保険」の仕組みが必要になった。

話が先走った…。とにかくpartnershipは「利益や成功を確約できない事業」を行うための組織形態だ。従って、「出資」を受けるものであり「融資」を受けるものではない。なぜなら、定時定率の利息を保証することは出来ない。また、失敗が多いに見込まれるので「借りたものを返すこと」は確約できないからだ。
更にいうなら、借金の「かた（pledge）」に出来るものもなかった。なぜなら、partnershipが所有するもの、即ちpartnershipに出資されるものは、知識・技能・アイデアの様な「役務（service）」や「設備」「遊休地」などだから、そのままでは大して「金目のものではない」からだ。だから本来、partnershipに「お金」を貸す人はいなかった。出資者（partnerまたはcontributor）だけであり、融資者（lender）は寄りつかなかった。
ところが二種類の法整備を経て、本来は融資者が寄りつかないはずのpartnershipが融資の対象と目されるようになっていく。

先ず、1954年にMark H. Johnsonがpartnership税制つまりIRC Subchapter Kを整備したところ、先週説明したように、「税に詳しい」partnerが「税に無関心な」lenderを誘い入れて、出資額以上の損金パススルーを享受するという犯罪すれすれ行為が「大手を振って」行われるようになった。そして、「食い物」にされたlender達からの訴訟が相次ぐようになった。
ここで、「本来の姿に戻す」という選択肢もあったはずだ。つまり、partnershipへの融資は禁止。どうしても「融資」したいのであれば、それはcorporateつまり定時定率に利益を稼ぐことが世過ぎの務めであるcorporateに対して「融資」すべしという法整備もあったはずだ。

日本のような制度法（statute law）の国であればそうなっていたかもしれない。しかし米国は慣習法（common law）の国だ。「根本原則」であっても人々が「否」とすれば変更する国だ。更にいえば米国はBoston茶会事件以来、「税を納める義務」よりも「税を納めない権利」というか「大切だと一人一人自らが自由に判断したテーマに税を納める権利」を重視する国だ。融資を禁止するのでなく、当然、「融資されたお金も含めて損金パススルー出来る条件」づくりに入った。それが1976年のAt Risk Lawだ。
従ってAt Risk Lawの本来の目的は、At-risk amount
と呼ばれる「税務上の損金パススルーの上限値」を決めることだった。ただこれで「ヒョウタンから駒」の副産物として、融資されたお金を返済する責任つまり「liability」の上限を、partnerごとに決められる条件が整った。早い話が、At-risk amountの(3)の部分だ。それは和訳すると：
(3)　当該事業活動に使用する目的で借りた金額の内で、該partnerが個人的に返済責任を負うと契約した金額、ないし、該partnerが「借金のかた（pledge）」とした財産（当該partnershipに使用するとして拠出した財産とは別の財産）が持つ適正市場価額（fair market value）の金額。　内国歳入慣令IRC Subchapter K §465(b)(1), (2)
これが、該partnerが負うべきliability（融資されたお金を返済する責任）の上限値であるとする「舞台」、つまり、該partnerの有限責任（limited liability）であるとする「舞台」が整った。
　本来「税務会計自由だが無限責任」であるPartnershipが、「税務会計自由かつ有限責任」となれる「芽」が出てきた。
なお、このAt Risk Lawによるliability上限値は、多くの裁判判例の中から最も一般的であり、且つ、融資されたお金を損金パススルーするに相応（ふさわ）しい「リスク負担」であると立法府が判断してIRC（米国内国歳入慣令）の中にcodifyしたものだ。実際のお金の貸し借りの際の「リスク負担」設定は個々のケースごとにlenderとpartnerが協議して決めるので、これと異なることがママある。
例えば「non-recourse loan」と呼ばれる「リスク負担」設定方法では、At-risk amountの(3)の部分つまりrecourse assetが設定されない。即ち借金の「かた」は設定されない。その分、partnershipからlenderへ支払われる「利息」を多めに設定することなどが行われる。
このケースでは、partnerは「損金パススルーできない」ことよりも「もしもの時に借金のかたがlenderに行ってしまう」ことを嫌がったのであり、lenderは「借金のかた」を取るよりも「割高な利息金利」を取ったのである。つまりpartnerとlenderの両者に「もしもの時」が訪れる確率は低いという「読み」が共有されているのだ。
At Risk Lawにしろnon-recourse loanにしろ、そして今から話すLLCにしろ、誕生の経緯が試行錯誤に満ちていて、実にダイナミックというか「自由」なことに気づく。規制と管理が厳しい日本とは大違いだ。「原則墨守」の日本とは大違いだ。
西洋のCivil Codeあるいはcommon lawに組み込まれた「契約自由（freedom of contract）」とは、契約や取引などの社会科学的あるいは経済学的な事柄について、人々の創意工夫というかInnovationを喚起し続けるものなのだ。
そう、Civil Codeあるいはcommon lawの真骨頂とは、常にmutatis mutandis原則つまり「変えるべき所は変える」原則が働いているmodus vivendi（暫定協定）だということ。そこには、日本人が「法」に対して抱く「不磨の大典」や「神聖にして冒さざるべき」といったようなイメージはない。ユダヤの律法主義（legalism）を改めることで始まったキリスト教をルーツとする西洋のCivil Codeとcommon lawは、とてもフレキシブルなものなのだ。…話が先走った。元に戻す。

さて、一方そのころ（1970年代）アラスカでは、一攫千金を狙う「油田堀り」達が、身銭を大枚はたき更に莫大な借金を抱えてblack diamond（大油田）を見つけようと悪戦苦闘していた。1968年、アラスカ州北極海沿岸のプルドー・ベイで米国最大の油田が発見されて始まった第二（第三？）のゴールド・ラッシュだ。

アラスカの凍てつく大地でめぼしい土地を見つけては採掘権を買い取り、数千メートルの深さまでボーリングして、いつか石油が吹き出ることを夢見る。まるで米国映画「ジャイアンツ（1956年）」のひねくれ者の若い牧童のジェット・リンク（ジェームズ・ディーン）の様な連中がいた。

正にhigh risk takers。16世紀に始まった大航海・大交易時代の海洋交易者たちを彷彿とさせるが、その様な「向こう見ず」なアラスカ油断開発を狙う者達の中に、ハミルトン兄弟がいた。彼らこそ、税務会計自由かつ有限責任という「いいとこどり」LLCを生み出した立役者だ。

1960年代後半、油田開発会社Hamilton Oil Brothers Companyは、税法・会計法・会社法の整備が遅れているパナマ共和国 ---- 今の言葉で言うならタックス・ヘブン ---- のLimitadaという会社形態をとっていた。一応、米国司法も渋々ながら認めてくれる「税務会計自由かつ有限責任」を享受していた。

しかしそれも長くは続かなかった。パナマの法律は徐々に整備され厳しくなっていくし、米国司法はLimitadaの持つ有限責任性に疑問を呈し始めた。ハミルトン兄弟は米国の法律で許可された「税務会計自由かつ有限責任」な会社形態に移行しなければならなくなった。
そんな中、先ず検討された会社形態は、米国のLimited Partnershipというpartnershipだった。これは「税務会計自由だが無限責任」のpartnershipだ。しかし、もう少し詳しくいうと、少なくとも一人のpartnerがunlimited liability（無限責任）を負う時、他のpartnerはlimited liabilityとなれるという、部分的なlimited liabilityを備えていた。
このLimited Partnershipは通常、事業に賛同し資金スポンサーとなってくれる大規模なcorporateを見つけてきて、それに無限責任partner（general partner）になってもらい、他のpartnerがlimited liabilityとなるという構図で成り立っているのが一般的だ。
…読者はお分かりだろう、そんなスポンサーcorporateは現れてくれなかった。なぜなら、ハミルトン兄弟の事業は「向こう見ず」なhigh risk takingな冒険事業、つまりベンチャーだからだ。永続企業（going concern）として定時定率に利益を稼ぐことが世過ぎの務めである「安定志向」のcorporateが、こんな危ない事業の無限責任者になってくれるわけがなかった。
ハミルトン兄弟の顧問法律家Frank M. Burke, Jr.が、初のLLC会社法案を起草し、1975年1976年と続けてアラスカ州の州議会に提出した。米国では、会社法は州ごとの州法の管轄だからだ。勿論「税務会計自由かつ有限責任」なLimited Liability Company法案だ。
アラスカでの立法化は失敗したが、直ぐ続けて1977年にワイオミング州の州議会に提出したLLC法案はアッサリと立法化された。

それからは正に「バンドワゴン効果」
と呼ぶに相応しい。1997年のハワイ州でのLLC会社法立法化までの20年間で、一気に全米50州にLLC会社法が整備された。
なお、ここでいう「LLCの有限責任」は、脚注1と2で示したat-risk amountやrecourse assetやoutside basisを活用して初めて定義できる「有限責任」のことだ。日本人に馴染みのcorporate（日本では株式会社）の有限責任とは全く違うのだということに注意されたい。
Corporateは発生主義会計がmandatoryに強制される。BS,PLつまり貸借対照表と損益計算書が強制される。その貸借対照表に記載され、「お金」によって客観的に価値を評価された「資産」をLiability（融資されたお金つまり「債務」を返済する責任）の上限値とするという「有限責任」を制度設計することはとても簡単だ。他方、「会計自由」のpartnershipの「有限責任」を制度設計するのには一工夫も二工夫も要ったのだ。

LLCの「税務会計自由かつ有限責任」とは、「自由なんだけど責任は果たせ」ということだから、権利と義務の絶妙な「再調整」を必要とする。コラムその５で紹介したbona fide原則、
　「権利の行使および義務の履行は、good faithに従い行わなければならない。」

　The exercise of rights and performance of duties must be done in good faith.

の意味するところを日本人が「自家薬籠中」のものとしない限り、LLC制度設計をすることは出来ない。

全くの歴史の偶然なのだが、LLCの誕生は二つの別々の流れがたまたま同じ時同じ場所で出会って成立した一種のハプニング（すてきな偶然）ではないかと思う。
一つは、1954年にMark H. JohnsonがIRC Subchapter Kを整備して以来、「税に無関心」なlenderが「税知識豊富」なpartnerの食い物にされて訴訟が増え「裁判判例」が増え、「融資されたお金を、税務上損益パススルーすること」を享受するのに相応しい「リスク負担」の合意形成・事例蓄積・概念形成が進んでいき、At Risk Lawとして結実していく「流れ」。
もう一つは、1968年にアラスカで大油田が発見され、ベンチャー事業するには、(1) 「税務会計自由」による税の軽減の自由設計と、(2) 債務返済責任の上限値の設定つまり「Limited Liability shield（有限責任の盾）」、の二点からなる「税務会計自由かつ有限責任」という「ウルトラC」が必要だという主張がわき上がっていく「流れ」。
この二つが、あたかも天が配剤したかのように、1970年代後半の米国において邂逅し、LLCの税法・会計法・会社法が誕生する。実に不思議。すてきな偶然だ。
「日本にも同じことが起きますように。」明後日は衆議院議員選挙でますます混乱が深まっていくであろうニッポンに、クリスマス間近な今、ただただこう願うばかりだ。
まっ、兎に角、今週は以上。来週も乞うご期待。　　　　　　　　　　　　　　以上。
� At-risk amountは以下の三部分からなる。(1) cash contribution to the partnership, (2) the adjusted basis of property contributed to the partnership, and (3) amounts borrowed for use in the activity for which the partner is personally liable or has pledged property (other than property used in the partnership) as security to the extent of the property’s fair market value. 　IRC Subchapter K §465(b)(1), (2)　（出典：教科書（� HYPERLINK "http://www.amazon.co.jp/Corporate-Partnership-Taxation-Letter-Outline/dp/0314184813/ref=sr_1_1?s=english-books&ie=UTF8&qid=1354784034&sr=1-1" \t "_blank" ��Corporate and Partnership Taxation� 6th edition）の466頁）


� 勿論、該partnerだけでなく該partnershipの有限責任（limited liability）についても決められる状況になった。言わずもがなと思うが、それはAt-risk amountの(1)と(2)の部分だ。


(2)にある「the adjusted basis」は今では「outside basis」と呼ばれる。「外部から見た評価額」といったような意味だ。Partnershipは「分かる人には分かるが分からない人には分からない価値を有する資産」を活用しようとするのであり、partnership組成時にはそれら資産には内部評価額（inside basis）がpartner達によって決められている。外部からお金を借りようとする時、これら資産に外部評価額（outside basis）を鑑定人によって決めてもらう必要がある。この外部評価額が、(2)にある「the adjusted basis」のことだ。


� バンドワゴン効果（Bandwagon Effect）とは、ある選択が多数に受け入れられている、流行しているという情報が流れることで、その選択への支持が一層強くなることを指す。「バンドワゴン」とは行列の先頭の楽隊車のことであり、「バンドワゴンに乗る」とは、時流に乗る・多勢に与する・勝ち馬に乗る、といった意味である。政治学・社会学と経済学で使われる。なお、対義語は「アンダードッグ効果」（underdog とは「負け犬」のこと）である。。　出典：Wikipedia
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